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貿易・投資等ワーキング・グループの検討項目（案） 


 今後の経済連携交渉の進捗等の動きに対応するため、国益に資する観


点から、これに関連する規制などの改革を推進する。 


 


１．対日投資促進 


日本に住所を有しない外国人が日本支店等を設立しやすいようにするなど、対日直


接投資を促進するための方策を検討するべきではないか。 


２．空港規制の緩和 


ヒトやモノの国際的な移動を円滑化するため、発着枠の規制値の緩和、夜間発着禁


止時間帯の短縮、地方空港等における出入国手続きの利便性の向上などの方策を検討


するべきではないか。 


３．外国法事務弁護士制度の見直し 


今後増加が見込まれる国際的な法的需要に適切に対応するため、外国法事務弁護士


制度について、実務経験要件の緩和や登録申請手続きの迅速化等を検討するべきでは


ないか。 


４．相互認証の推進 


輸出入の円滑化、諸外国とのイコールフッティングといった観点から、国際基準の


動向を踏まえ、わが国での安全性等に配慮しつつ、各国・地域との相互認証を推進す


るべきではないか。 


５．通関手続きの合理化、認定通関業者制度の簡素化 


輸出入を促進するため、適正かつ公平な関税等の徴収や安全・安心な社会の実現に


配慮しつつ、通関手続きを合理化し、認定通関業者（AEO）制度を簡素化するべきで


はないか。 


６．入管政策の改定 


海外人材の日本での活躍の促進や、訪日外国人観光客の受け入れ推進の観点から、


在留カード手続きの簡素化、実務経験義務付けの緩和、在留資格変更許可審査の迅速


化、訪日外国人観光客に対する査証発給要件の緩和・見直しなどの方策を検討するべ


きではないか。 


７．国内外投資増加に向けた金融関連規制の見直し 


国内外への投資を増加するため、金融機関のリスク管理体制及び法令遵守体制に配


慮しつつ、国内金融機関の海外業務や国内企業の対外投資を後押しするよう金融関連


規制の見直しをするべきではないか。 


８．貿易に係る物流の効率化 


貿易に係る陸運及び海運について、ユーザーの利便性を高められるよう、安全性の


確保に配慮しつつ物流の効率化を図るべく関連規制を見直すべきではないか。 


 


（注）審議の状況により、項目の入替・追加等を行うことがあり得る。 
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貿易・投資等ワーキング・グループの検討項目 


 今後の経済連携交渉の進捗等の動きに対応するため、国益に資する観


点から、これに関連する規制などの改革を推進する。 


 


１．対日投資促進 


日本に住所を有しない外国人が日本支店等を設立しやすいようにするなど、


対日直接投資を促進するための方策を検討するべきではないか。 


２．空港規制の緩和 


ヒトやモノの国際的な移動を円滑化するため、発着枠の規制値の緩和、夜間


発着禁止時間帯の短縮、地方空港等における出入国手続きの利便性の向上な


どの方策を検討するべきではないか。 


３．外国法事務弁護士制度の見直し 


今後増加が見込まれる国際的な法的需要に適切に対応するため、外国法事務


弁護士制度について、実務経験要件の緩和や登録申請手続きの迅速化等を検


討するべきではないか。 


４．相互認証の推進 


輸出入の円滑化、諸外国とのイコールフッティングといった観点から、国際


基準の動向を踏まえ、わが国での安全性等に配慮しつつ、各国・地域との相


互認証を推進するべきではないか。 


５．通関手続きの合理化、認定通関業者制度の簡素化 


輸出入を促進するため、適正かつ公平な関税等の徴収や安全・安心な社会の


実現に配慮しつつ、通関手続きを合理化し、認定通関業者（AEO）制度を簡素


化するべきではないか。 


６．入管政策の改定 


海外人材の日本での活躍の促進や、訪日外国人観光客の受け入れ推進の観点


から、在留カード手続きの簡素化、実務経験義務付けの緩和、在留資格変更


許可審査の迅速化、訪日外国人観光客に対する査証発給要件の緩和・見直し


などの方策を検討するべきではないか。 


７．デザイン申請手続きの廃止または緩和 


世界最高の「知的財産立国」を目指す観点から、例えば意匠登録の在り方を


見直し、デザイン申請手続きの合理化を検討するべきではないか。 


 


（注）審議の状況により、項目の入替・追加等を行うことがあり得る。 


 


参考 


第 15回規制改革会議資料（抜粋） 








1　受付件数　　　　２，１８３件（平成２５年３月２２日～平成２６年１月３１日）


新たに検討要請を行っ
た件数


健康・医療ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 １（　０） １２０（　２３）


雇用ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 ４（　２） ５６（　　５）


創業・ＩＴ等ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 １４（　７） ８１３（　４２）


農業ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 １（　１） ８１（　１１）


貿易・投資等ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 １（　０） １５０（　　９）


その他（上記に分類されないもの） 　１（　０） ５３（　１６）


総数 ２２（１０） １，２７３（１０６）


（　　　）内の数値は、個人から提案された件数を内数で表している。


規制改革ホットラインの処理状況について


２　所管省庁への検討要請状況（平成２６年１月３１日現在）


注１）新たに検討要請を行った22件は、規制改革会議への前回の報告分（前回：1月21日）以降に要請した件数
注２）これまでに検討要請を行った1,273件は、受付件数のうち、規制改革に関連しないと認められるものを除いた件数
注３）1,273件のうち所管省庁から回答があった909件（対応：34件、検討中：261件、現行制度下で対応可能：200件、対応不可：323件、
　　　事実誤認：48件、その他：43件）については、内閣府ホームページで提案内容と所管省庁の回答を公表済


これまでに検討要
請を行った件数
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規制改革ホットラインからの提案事項に対する 
所管府省の対応（例） 


 


 


 


以下のものは、規制改革ホットラインからの提案事項を踏まえ、所管省庁が対応された 


（又は予定されている）例です。 


 


番号 受付年月日 提 案 事 項 所 管 省 庁 対応状況 


(26.1.31現在) 


１ 25.3.22 職長教育の教育内容およびその時間指定の緩和 厚生労働省 
25.6.14 


対応済み 


２ 25.3.22 特定健診の保健指導における ICTを活用した遠隔面談の実現 厚生労働省 
25.8.1 


対応済み 


３ 25.4.12 
外国銀行代理業務における海外提携銀行の業務の媒介に係る


規制の緩和 
金 融 庁 


26.4.1 


対応予定 


４ 25.4.18 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物に関するガイドラインの制定につ


いて 
環 境 省 


25.12 


対応済み 


５ 25.6.10 建設リサイクル法の届出緩和措置の徹底 国土交通省 
25.8.13 


対応済み 


６ 25.6.10 労災保険関係成立票の大きさに関する制限の緩和 厚生労働省 
26.1.8 


対応済み 


７ 25.6.10 登録検査等事業者制度における判定員の資格要件の緩和 総 務 省 


26.2 


国会に改正法


案を提出予定 


８ 25.8.12 
養 殖 魚 の 輸 出 促 進 の た め の 衛 生 証 明 書 発 行 機 関 


（中国向け）の移行について 
厚生労働省 


26.1.1 


対応済み 
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番号：１ ホットラインの受付日：３月 22日 所管省庁の回答取りまとめ日：５月 31日 
 
 


提案事項 職長教育の教育内容およびその時間指定の緩和 


提案の 


具体的内容等 


 労働安全衛生法の職長教育は、その内容に応じて必要とされる時間が決められて
おり、全体で 2日間となっている。労働安全衛生管理システム（OＳHMS）を導入し
ている事業場では、複数の教育内容が重複した状態となっている。その重複してい
る部分を割愛できるように、具体的な条件を定めるべきである。 
 
 
【提案理由】労働安全衛生規則第 40条（職長等の教育）は、以下のように定めら
れている。 
①労働安全衛生法第 60条第 3号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりと  
する。 


１.法第 28条の 2第 1項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講   
ずる措置に関すること。 


２.異常時等における措置に関すること。 
３.その他現場監督者として行うべき労働災害防止活動に関すること。 
②労働安全衛生法第 60条の安全又は衛生のための教育は、次の表の左欄に掲げ 
 る事項について、同表の右欄に掲げる時間以上行わなければならないものとす
る。 
上記の②ように、教育内容およびそれに要する時間は明確に定められている。また、
一方、労働安全衛生管理システムの導入にあたっては、「危険性または有害性等の
調査およびその結果に基づき講ずる措置に関すること」など、職長等の教育と重複
する部分が多数あるため、無駄が生じている。 
「2010年度経団連規制改革要望」に対する回答では、「自社の安全衛生活動の中で、
該当する労働者に対し、職長になるまでに既に労働安全衛生規則第 40条に定める
十分な知識及び技能を付与している事項があれば、当該事項については教育を省略
することができます」とされているが、具体的な条件が不明確であるため、重複し
ている内容の削減を進めることができない状況にある。 
教育方法の多様化に合わせて職長教育の重複を排除できるよう、割愛できる条件
を、具体的に示していただきたい。 
 


提案主体 一般社団法人 日本経済団体連合会 


所管官庁 厚生労働省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


労働安全衛生法第 60条に基づき、事業者は、新たに職務につくこととなった職
長等に対し、次の教育を行わなければならないこととされています。 
①作業方法の決定及び労働者の配置に関すること。 ２時間以上 
②労働者に対する指導又は監督の方法に関すること。 ２．５時間以上 
③法第 28条の 2第 1項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる
措置に関すること。 ４時間以上 
④異常時等における措置に関すること。 １．５時間以上 
⑤その他現場監督者として行うべき労働災害防止活動に関すること。 ２時間以上 
 また、事業者は、以上の全部又は一部の事項について十分な知識及び技能を有し
ていると認められる者については、当該事項に関する教育を省略することができま
す。 
 


該当法令 
労働安全衛生法第 60条、労働安全衛生施行令第 19条、労働安全衛生規則第 40条、
労働安全衛生規則第 24条の２ 


措置の概要


（対応策） 


労働安全衛生法第 60条に基づき職長等に対して教育を行わなければならない事
項については、事業者において、事業者が把握している当該労働者に対して行われ
た教育事項及びその時間と、労働安全衛生規則第 40条第 2項に定める教育事項及
びその時間とを比較し、当該労働者が十分な知識及び技能を有していると認められ
た事項に関する教育を省略することができるものですが、御要望を踏まえ、修了す
ることにより職長教育の一部省略が可能となる研修及び省略可能となる教育内容
の範囲について、速やかに示すこととします。 
 


 
 


  







 


番号：２ ホットラインの受付日：３月 22日 所管省庁の回答取りまとめ日：５月 31日 
 
 


提案事項 特定健診の保健指導における ICTを活用した遠隔面談の実現 


提案の 


具体的内容等 


特定健診に基づく保健指導の初回面接において、ICTを活用した遠隔面談を


直接面談と同等の措置として認めるべきである。 


 


【提案理由】 


特定保健指導では、初回は面接による支援を行うこととされているが、ICT


を活用した遠隔面談は認められていない。同時に、面接者は、医師、保健師・


管理栄養士等に限られており人員の確保も問題となっている。 


遠隔面談が可能となれば、企業の事業場（特に営業所）に対して本拠地のスタ


ッフが、ICTを活用して個別面談指導やグループ指導が行えるため、特定保健


指導の受診率の向上という観点からも、効果が多いに期待できる。 


「規制・制度改革委員会報告書（フォローアップ調査結果）（2012年 6月 29


日）」において、「実証データ等を収集した上で、対面での指導内容等との差


異を検証し、制度の見直しについて検討する(平成 24年度上期検討・結論)」と


なっているが、具体的な検討課題や進捗状況が不明である。早期の実現を図る


よう強く要望する。 


提案主体 一般社団法人 日本経済団体連合会 


所管官庁 厚生労働省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


特定保健指導における初回面接については、特定健康診査及び特定保健指導


の実施に関する基準（平成 19年厚生労働省令第 157号）第７条第１項及び第８


条第１項において、面接による指導の下に行動計画を策定することとしており、


ICTを活用した面接については認められていません。 


該当法令 


特定保健指導における初回面接については、特定健康診査及び特定保健指導


の実施に関する基準（平成 19年厚生労働省令第 157号）第７条第１項及び第８


条第１項において、面接による指導の下に行動計画を策定することとしており、


ICTを活用した面接については認められていない。 


措置の概要


（対応策） 


特定保健指導における初回面接について、一定の条件の下で、ICTを活用し


た面接を行うことを認めます。 


 
 


  







 


番号：３ ホットラインの受付日：４月 12日 所管省庁の回答取りまとめ日：７月 31日 
 
 


提案事項 外国銀行代理業務における海外提携銀行の業務の媒介に係る規制の緩和 


提案の 


具体的内容等 


途上国に進出する企業等への便宜供与の観点から、出資関係に限定されない、


邦銀海外業務提携先外国銀行を所属外国銀行とする外国銀行代理業務（但し、


顧客保護の観点から、当該所属外国銀行が邦銀の顧客企業の海外支店・子会社


に対し、当該国の法令に則して実施する銀行業務の媒介に限定）を許容された


い。 


 


【要望理由】 


邦銀と 50%未満の出資関係にある（主に途上国の）海外提携銀行の大半は、


わが国において単独で十分なサービスを提供できない一方、邦銀も当該海外提


携銀行の所在国において法規制または採算上の理由から顧客（例：当該国に進


出している日本企業）ニーズに応えられるサービスを十分に提供できないこと


がある。このような場合、お互いの機能を補完するべく、（マイノリティー出


資を含む）業務提携契約を締結して対応しているところ。現状の法規制では、


邦銀がこのような提携先に対して媒介を行うことが禁止されている為、提携先


所在国進出取引先及び提携海外銀行に対するサービスが限定されており、顧客


企業のニーズに十分応えることができない状況。所属外国銀行が、邦銀の顧客


企業の海外支店・子会社に対して（現地法制に則して）実施する銀行業務の媒


介に限定して、業務提携を締結している外国銀行を所属外国銀行とする銀行代


理業務が許容されれば、現地金融機関との関係構築等の本邦顧客の負担を大幅


に軽減することができるほか、わが国における顧客保護上の問題も生じないと


考えられる（外国において現地法制に則して行われる外国法人<又は支店>間の


取引であるため）。 


提案主体 都銀懇話会 


所管官庁 金融庁 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


外国銀行代理業務の相手先は、邦銀の子会社、邦銀を子会社とする外国銀行


などに限られています。 


該当法令 銀行法第 10条第２項第８号の２、銀行法施行規則第 13条の２ 


措置の概要


（対応策） 


国内銀行が外国銀行の代理・媒介を海外で行う場合に限り、出資関係の有無


を問わず、外国銀行の代理・媒介を行うことを可能とするため、所要の措置を


盛り込んだ府令改正を、平成 25年６月 12日に成立した金融商品取引法等の一


部を改正する法律案の施行にあわせて実施する予定です。 


 


  







 


番号：４ ホットラインの受付日：４月 18日 所管省庁の回答取りまとめ日：７月 31日 
 
 


提案事項 ポリ塩化ビフェニル廃棄物に関するガイドラインの制定について 


提案の 


具体的内容等 


現在、ポリ塩化ビフェニル(PCB）廃棄物に関するガイドラインがいくつか制


定されているが、微量 PCB汚染廃電気機器等の処理に関するガイドラインは焼


却処理編のみとなっている。微量 PCB汚染廃電気機器等の処理については洗浄


処理も期待できることから、洗浄処理に関するガイドラインの制定を要望する。 


 


【現状】：廃棄物処理法に基づく PCB廃棄物の処理施設として、焼却施設、分


解施設、分離施設、洗浄施設があるが、微量 PCB汚染廃電気機器等の処理に関


するガイドラインについては、焼却処理編のみ制定されている。 


【要望理由】：現在、環境省主催の「PCB廃棄物適正処理推進検討委員会」に


おいて、PCB廃棄物の処理推進の検討がなされているところである。その検討


の中で、微量 PCB汚染廃電気機器等の処理について、「洗浄方式を活用した処


理施設等の大きな処理能力を持つ施設の操業が期待される」旨の意見が出され


ていることから、微量 PCB汚染廃電気機器等の処理に関するガイドラインの洗


浄処理編の制定により、微量 PCB汚染廃電気機器等の処理推進につながると考


える。 


提案主体 電気事業連合会 


所管官庁 環境省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


微量 PCB汚染廃電気機器等の処理に関して、現在、焼却処理に関するガイド


ラインが作成・公表されています。現在、洗浄処理に関するガイドラインにつ


いて検討しているところです。 


 


該当法令 廃棄物処理法 


措置の概要


（対応策） 


微量 PCB汚染廃電気機器等の洗浄処理に関するガイドラインについては、既


に検討に着手しており、平成 25年度中に作成・公表すべく取り組んで行きます。 


 


 


  







 


番号：５ ホットラインの受付日：６月 10日 所管省庁の回答取りまとめ日：８月 30日 
 
 


提案事項 建設リサイクル法の届出緩和措置の徹底 


提案の 


具体的内容等 


建築物以外の工作物の新築・解体のうち、請負金額が 500万円未満のものに


ついては、建築リサイクル法に基づく届出が不要である旨を周知徹底すべきで


ある。 


 


【提案理由】 


 建築物以外の工作物の新築・解体に関して、建築リサイクル法に基づく届出


が必要なのは請負金額が 500万円以上の場合とされているが、市町村によって


は請負金額や廃棄物の有無にかかわらず、届出が求められる場合があり、事業


者の負担になっている。 


 


提案主体 民間企業 


所管官庁 国土交通省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


建設リサイクル法では、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又は


その施工に特定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が一定規模


以上のものを対象建設工事と規定しており、対象建設工事の発注者等は、工事


に着手する日の 7日前までに都道府県知事に届け出をしなければなりません。 


「建築物以外の工作物の工事」については、請負代金の額が 500万円以上のも


のが対象建設工事となります。 


 


該当法令 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 9条第 1項、第 10条第 1項 


措置の概要


（対応策） 


本提案について、建設リサイクル法の都道府県担当者へ情報展開し、適切な


運用を図るよう周知しました。 


 


 


  







 


番号：６ ホットラインの受付日：6月 10日 所管省庁の回答取りまとめ日：8月 30日 


 


 


提案事項 労災保険関係成立票の大きさに関する制限の緩和 


提案の 


具体的内容等 


労災保険関係成立票の大きさについて、建設業許可票と同じ「25cm×35cm以


上」とすべきである。 


 


【提案理由】 


 通信建設工事の現場に掲示する建設業許可票と労災保険関係成立票の大きさ


は、いずれも「40cm×50cm以上」と定められていたが、建設業許可票のみ平成


23年に「25cm×35cm以上」で良いこととされた。このサイズはＡ３版１枚に収


まるので事業所で容易に作成可能であり、事業者の負担が軽減された。労災保


険関係成立票についても同様の扱いとしてほしい。 


提案主体 民間企業 


所管官庁 厚生労働省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則第 77条関係様式第２５号


において、「縦 40センチメートル、横 50センチメートル」としています。 


該当法令 労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則第 77条関係様式第 25号 


措置の概要


（対応策） 


建設業許可票と合わせて「25センチ×35センチ以上」とする省令改正を行う


こととします。 


  







 


番号：７ ホットラインの受付日：6月 10日 所管省庁の回答取りまとめ日：8月 30日 
 
 


提案事項 登録検査等事業者制度における判定員の資格要件の緩和 


提案の 


具体的内容等 


無線局の立入検査について、第一種陸上特殊無線技術士も登録検査等事業者


の判定員となれるよう、資格要件の緩和を検討すべきである。 


具体例： 


「第一級陸上特殊無線技術士の資格を有する者であって、無線設備の機器の試


験、調整又は保守の業務に一定年数（３年以上など）従事した経験を有するこ


と」 


【提案理由】 


 無線局には、国による立入検査制度があるが、「登録検査事業者の判定員」が


検査し、証明書を提出することで代替できる。判定員になれる者の要件として


「第１級・第２級陸上無線技術士」があるが、登録検査事業者が有資格者を確


保するのが難しいため、下位資格の「第１級陸上特殊無線技術士」でも判定員


になれるよう要件を緩和すべきである。 


 


提案主体 民間企業 


所管官庁 総務省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


登録検査等事業者制度における判定員の要件を、電波法で以下のとおり規定


しています。 


・第１級陸上無線技術士の資格を有する者であって、無線設備の機器の試験、


調整又は保守の業務に３年以上従事した経験を有すること。 


・第１級総合無線通信士、第１級海上無線通信士若しくは第２級陸上無線技術


士の資格を有する者であって、無線設備の機器の試験、調整又は保守の業務に


５年以上従事した経験を有すること。等 


 


該当法令 電波法第 24条の 2第 4項第 3号、別表第 4 


措置の概要


（対応策） 


本件については、平成２５年度内を目途に結論を得るよう、検討を行ってま


いります。 


※制度見直しの端緒として、本提案内容を紹介しています（別添参照）。 


 


 


  







 


番号：８ ホットラインの受付日：８月 12日 所管省庁の回答取りまとめ日：10月 11日 
 
 


提案事項 養殖魚の輸出促進のための衛生証明書発行機関（中国向け）の移行について 


提案の 


具体的内容等 


養殖魚を中国に輸出する際に、最近までは輸出の都度、検査機関による官能


検査が義務づけられているとともに、衛生証明書発行機関が４機関しかないな


ど輸出を行う上での障害となっていた。一方、衛生証明書を発行する機関が４


機関しかないことについては、本年６月末に「衛生証明書発行機関が保健所な


どに移行する」と報道され、養殖業界として大きな期待を持っていたが、その


後進捗が見られない。業界として中国への輸出促進は養殖魚の生産計画にも影


響する課題。 


①今後の方針・スケジュールを明確にしていただきたい。 


②１日も早く衛生証明書発行機関を都道府県等に移行していただきたい。 


 


提案主体 （社）全国海水養魚協会 


所管官庁 厚生労働省 


所
管
省
庁
の
検
討
結
果 


制度の 


現状 


 中国向け輸出水産食品の衛生証明書については、中国との二国間協議に基づ


き、４登録検査機関において発行を行っています。 


（平成 22年より現行の４登録検査機関に追加して地方自治体を追加するよう、


中国政府に対し継続的に要請を行っていたところです。） 


 


該当法令 
「中国向け輸出水産食品の取扱いについて」（平成 21年 11月 10日付け食安発


1110第１号厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知） 


措置の概要


（対応策） 


平成 26年１月１日より、地方自治体を含む行政機関において衛生証明書の発


行を開始する予定です。 


 


 


 








第 25回規制改革会議


議事次第


(開 会)


1.介護・保育事業等における経営管理の強化とイコールフッティング


確立について


2.省令等下位規範による規制の実態の分析と見直しについて


3.国際先端テス トについて


4.貿易 ヨ投資等ワーキング ログループの検討項目について


5.「規制改革ホットライン」について


(閉 会)


(資料)
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「介護・保育事業等における経営管理の強化と 


イコールフッティング確立に関する論点整理」に対する考え方 


 


平成２６年２月４日 


厚 生 労 働 省 


 


１．事業者のガバナンス 


（１）財務諸表の情報開示 


・ 厚生労働省は、全国の社会福祉法人の財務諸表を集約し、一覧性及び


検索性をもたせた電子開示システムを構築すべきではないか。 


・ 厚生労働省は、社会福祉法人の財務諸表の公表において、標準的形式


を提示し、各法人が原則としてＨＰ上で開示を行うように指導すべきで


はないか。 


（考え方） 


１ 現行の社会福祉法では、社会福祉法人の財務諸表については、福祉サ


ービスの利用を希望する者その他の利害関係人から請求があった場合


には、正当な理由がある場合を除いて、閲覧に供しなければならないこ


ととしている。 


 


２ また、通知上は、法人の業務及び財務等に関する情報については、


法人の広報やインターネットを活用すること等により自主的に公表す


ることが適当としている。 


 


３ こうした中、「規制改革実施計画」や厚生労働省に設置する「社会


福祉法人の在り方等に関する検討会」（以下「検討会」という。）等


での議論を踏まえ、平成２５年度以降の財務諸表について、全ての社


会福祉法人に対し、インターネット上での公表を義務化することを決


定したところである。 


 


４ 社会福祉法人は、公益性が高く社会的責任も重い非営利法人である


ことから、法人自らが財務諸表を公表することが責務であり、まずは、


社会福祉法人及び所轄庁に対して指導を徹底するとともに、御指摘の


一覧性及び検索性をもたせた公表方法については、今後、検討するこ


ととしている。 


 


５ なお、標準的な様式については、現在検討しているところであり、


今年度中に関係通知を改正することとしている。 


資料１ 
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（２）補助金等の情報開示 


・厚生労働省は、全国の社会福祉法人が国や地方自治体から受けている


補助金等の状況を一元的に把握し、国民に分かりやすく開示すべきで


はないか。 


・そのために、厚生労働省は、社会福祉法人が受けている補助金や社会


貢献活動に係る支出額等の状況が利用者や国民に分かるよう、標準的


形式を提示し、各法人にその開示を義務づけるべきではないか。 


（考え方） 


（１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たって標準的な様式を検討


し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中において、法


人単位の補助金の収入状況等も明確となるよう検討することとしている。 


 


（３）内部留保の明確化 


・社会福祉法人の巨額の内部留保が問題となっている。厚生労働省は、


内部留保の位置付けを明確化し、福祉サービスへの再投資や社会貢献


での活用を促すべきではないか。 


・厚生労働省は、社会福祉法人に対して、明確な事業計画に基づく目的


別の積立（退職給与引当金や修繕積立金等の別途積立金の活用）を行


うことを指導すべきではないか。 


（考え方） 


１ 内部留保が社会福祉事業等により生じた剰余金であるという性格を


踏まえれば、当該剰余金については、まずは、社会福祉事業を実施する


ための建物修繕や人件費等に充当し、さらには、地域の福祉ニーズに対


応するために活用するなど、あらかじめ事業計画を策定、使途を明確に


した上で、法人自らが説明責任を果たすことが重要と考えている。 


 


２ （１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たっての標準的な様式を


検討し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中におい


て、目的別の積立についても明確となるよう検討することとしている。 
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（４）調達の公正性・妥当性の確保 


 厚生労働省は、社会福祉法人とその役員の親族や特別の利害関係を有


する者との取引について、取引相手および取引内容を開示する等、調達


の公正性や妥当性を担保する仕組みを検討すべきではないか。 


（考え方） 


１ 平成２７年度より全ての社会福祉法人が適用対象となる社会福祉法


人新会計基準においては、社会福祉法人と関連当事者（当該法人の役員


やこれらの者が議決権の過半数を有している法人等）との一定の取引に


ついては、財務諸表に注記しなければならないこととしている。 


 


２ （１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たっての標準的な様式を


検討し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中におい


て、上記のような取引についても明確となるよう検討することとしてい


る。 


 


（５）経営管理体制の強化 


・厚生労働省は、社会福祉法人の内部管理を強化するため、理事会や評


議員会、役員等の役割や権限、責任の範囲等を法令等で明確に定める


べきではないか。 


・厚生労働省は、社会福祉法人のサービスに対する第三者評価受審率の


数値目標を定めるべきではないか。さらに、一定の事業規模を超える


社会福祉法人に対して外部機関による会計監査を義務づけるべきでは


ないか。 


（考え方） 


１ 現行の社会福祉法では、御指摘のように法人の内部組織について、一


部規定がなされていないものも見受けられるため、検討会等での議論を


踏まえつつ、法令での明確化等について検討することとしている。 


 


２ また、第三者評価については、「規制改革実施計画」を踏まえ、受審


することに対するインセンティブなど、受審率を向上させる方策を検討


することとしている。 


 


３ なお、保育所に対する第三者評価の受審率目標の策定については、 


「規制改革実施計画」において、早ければ平成２７年４月から実施予定


の「子ども・子育て支援新制度の施行までに検討、結論」とされたこと
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を踏まえ、内閣府に設置された子ども・子育て会議において検討中であ


る。 


 


４ 現在、通知において、一定規模以上の法人は特に積極的な外部監査の


活用を求めているところであるが、検討会等での議論を踏まえつつ、外


部監査の義務化などを含めた適正な会計処理を行うための方策につい


て、検討することとしている。 


 


（６）所轄庁による指導・監督の強化 


・厚生労働省は、地方自治体等の所轄庁の指導・監督を強化するため、監


査のガイドラインや監査人材の育成プログラムを策定することとし、そ


の工程表を策定すべきではないか。 


・厚生労働省は、経営の悪化した社会福祉法人に対して、所轄庁が措置命


令等の行政処分に先駆けて助言や勧告を行えるよう社会福祉法の見直


しを行うべきではないか。 


（考え方） 


１ 社会福祉法人の監査等については、平成２５年度より都道府県から一


般市に権限が移譲されており、今後も、地方厚生局から都道府県に権限


が移譲されるなど、監査の実施環境が大きく変化している。 


 


２ このため、今後の国と所轄庁との連携方策など検討会等での議論を踏


まえつつ、所轄庁における人材を含めた監査体制に必要な支援の方策に


ついても検討することとしている。 


 


３ 現在、所轄庁に対しては、法人監査に係る基準（法定受託事務の処理


に当たり拠るべき基準）として、「社会福祉法人指導監査要綱」を示し


ているが、社会福祉法人が地域の福祉ニーズに積極的に対応できるよ


う、必要な見直しを検討することとしている。 


 


４ また、経営の悪化している法人に対しては、まずは、社会福祉法人の


経営状態を把握することができる経営判断指標の構築を検討している。 


 


５ なお、現在も、社会福祉法上、所轄庁等は、 


①社会福祉法人の業務又は会計の状況に関し、報告又は検査 


②法令等に違反し、又は運営が著しく適正を欠くと認められる場合に


は、措置命令 
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③措置命令に従わない場合は、業務の停止又は役員の解職勧告 


④法令等に違反した場合にあって、他の方法により監督の目的を達す


ることができないとき等は解散命令 


     を命じることができることとなっているが、勧告手続の明確化などを検 


討することとしている。 


 


 


２．経営主体間のイコールフッティング 


・介護・保育分野は、営利法人と非営利法人が共存し、同種のサービス


を提供する特殊な市場である。多様な経営主体がサービスの質を競い、


利用者の利便が高まるよう、経営主体間のイコールフッティングを確


立すべきではないか。 


・第一種社会福祉事業の経営主体は、原則、行政又は社会福祉法人と定


められている。そのうち、特別養護老人ホームなどの施設は、個別法


によっても経営主体が社会福祉法人等に限定されている。厚生労働省


は、多様な経営主体が参入して利用者の利便を高めることができるよ


う参入規制を緩和すべきではないか。 


・社会福祉法人に対しては、補助金や非課税措置などの財政上の優遇措


置がとられている。株式会社やＮＰＯ法人が参入して同種の事業を展


開するようになったという変化を踏まえ、経営主体間で異なる財政上


の措置を見直すべきではないか。 


（考え方） 


１ 自宅での生活が困難な要介護高齢者を対象とする入所施設として


は、特別養護老人ホームのほか、営利法人を中心に設置されている有


料老人ホームなどの類型がある。 


これらについては、急速な高齢化の進展に伴い、近年その数が大幅に


増加しており、営利法人等の経営する有料老人ホーム等に入居する利用


者数は特別養護老人ホームを上回る状況となっている。 


 


※ 高齢者向け住まい・施設の定員数 


・特別養護老人ホーム 約 52 万人（平成 25 年 10 月現在） 


・有料老人ホーム 約 35 万人（平成 25 年 7 月現在） 


・サービス付き高齢者向け住宅 約 13 万戸（平成 25 年 10 月現在） 


       ・認知症高齢者グループホーム 約 18 万人（平成 25 年 10 月現在） 
約 66万人 
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２ 介護保険制度においては、営利法人が行うこれらの事業も含め、同一


サービス同一基準の考え方を基に報酬が設定されているため、入所施設


についても、概ねイコールフッティングは確立されているものと考えて


いる。また、保育所についても、営利法人等の参入が可能となっており、


同様の考え方の下に運営費が支払われている。 


 


３ なお、特別養護老人ホームについては、要介護度が重度で、低所得の


高齢者が数多く入所しており、介護保険による補足給付や社会福祉法人


等による利用者負担軽減等の低所得者の負担軽減措置を実施している


ところである。これらのことなどから、公益性と経営の安定性を担保す


る必要があり、その設置主体は地方公共団体や社会福祉法人等に限定さ


れている。 


  また、今後、更に重度の要介護者を支える施設としての機能に重点化


を図っていくため、新規入所を要介護３以上に限定する制度改正を検討


しているところである。 


 ※ 特別養護老人ホーム入所者のうち、低所得者（住民税非課税世帯）が全体の 80


％を占めている。 


  ※ 補足給付：市町村民税非課税世帯の方に対する食費・居住費の補助 


           （特別養護老人ホームについては、平成 23 年度で約 1700 億円） 


 


４ 社会福祉法人は、公益性を有する社会福祉事業を主たる事業とする非


営利法人として、低所得者や生活困窮者の対応など、一定の規制の下で


事業を実施することや、地域の福祉ニーズに対応することが求められる


ため、補助金や税制優遇等を受けている。 


他方、営利法人はそうした規制なく、事業の効率性を追求し、利益を


上げることが可能であり、社会福祉法人と営利法人等ではそれぞれ異な


る役割を有している。 


 


５ 今後、多様なニーズに合った多様な施設等のサービス提供を促進して


いくとともに、社会福祉法人が、前述のような地域福祉のセーフティネ


ットとしての役割を適切に果たしていけるよう、地域に不足しているサ


ービス、低所得者や重度介護者への重点的な対応、地域福祉への貢献等


を義務付けるなど、必要な制度の見直しを行うこととしている。   


 







※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。 


※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。 


※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。 


※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。 


※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。 


※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。 
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（単位：人・床） 


※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。 


※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。 


※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。 


※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。 


※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。 


※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。 
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これまでの検討で上位規範との関係について議論が生じた規制等 


 


 


項目名 温泉を湧出させる目的ではない掘削に対する許可 


法律上の 


規制 


温泉法第３条では、温泉をゆう出させる目的で土地を掘削しようと


する者は、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に申請し


てその許可を受けなければならないとされている。 


下位規範に


よる規制の


現状等 


地熱発電の試験井の掘削等、温泉をゆう出させる目的ではない場合


でも掘削のニーズがあるところ、「温泉資源の保護に関するガイド


ライン（地熱発電関係）」（環境省・平成 24 年３月 27 日）では、


「資源量を検討するための試験井の掘削であっても、温泉の湧出が


見込まれる場合には温泉法に基づく掘削許可申請が必要」とされて


いる。 


  


資料２ 
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項目名 
営利法人による医療機関の開設に関する許可および医療機関の議決


権取得の規制 


法律上の 


規制 


医療法第７条第５項は「営利を目的として、病院、診療所又は助産


所を開設しようとする者に対しては、前項の規定にかかわらず、第


一項の許可を与えないことができる。」と規定しており、「許可を


してはならない」と規定していない。 


 


※ 医療法第７条の規定の概要 


第七条 病院を開設しようとするとき、医師法第十六条の四第一項の規定によ


る登録を受けた者及び臨床研修等修了歯科医師でない者が診療所を開設しよ


うとするとき、又は助産師でない者が助産所を開設しようとするときは、開


設地の都道府県知事の許可を受けなければならない。  


２・３            （略）  


４ 都道府県知事又は保健所を設置する市の市長若しくは特別区の区長は、前


三 項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構造設


備及びその有する人員が第二十一条及び第二十三条の規定に基づく厚生


労働省令並びに第二十一条の規定に基づく都道府県の条例の定める要件


に適合するときは、前三項の許可を与えなければならない。 


 ５ 営利を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しようとする者に対し


ては、前項の規定にかかわらず、第一項の許可を与えないことができる。 


下位規範に


よる規制の


現状等 


医療機関における経営の効率化を一層進めるため、営利法人を含め


た多様な視点を医療機関経営に生かせる仕組みとすることが検討さ


れている中、営利法人が医療機関を開設することについては、昭和


25年 8 月 2日厚生事務次官通達により「今後会社組織による病院経


営は認めない方針」であり、実質的に許可を得ることができないこ


ととされ、営利法人が医療法人の社員となることについては、東京


弁護士会会長からの質問に対する平成 3年 1月 17日厚生省健康政策


局指導課長回答により「医療法人が開設する病院、診療所は営利を


否定されている。そのため営利を目的とする商法上の会社は、医療


法人に出資することにより社員となることはできないものと解す


る。すなわち、出資又は寄附によって医療法人の財産を提供する行


為は可能であるが、それに伴っての社員としての社員総会における


議決権を取得することや役員として医療法人の経営に参画すること


はできないことになる。」とされている。 
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項目名 
診療報酬の審査及び支払に関する事務を審査支払機関に委託しない


場合の医療機関又は薬局の合意要件 


法律上の 


規制 


健康保険法（第 76 条第 4 項）や国民健康保険法（第 45 条第 4 項）


によると、保険者は、医療機関又は薬局から療養の給付に関する費


用の請求があった時は、自らが審査をし、支払うこととなっている。 


また、健康保険法（第 76条第 5項）や国民健康保険法（第 45条第 5


項）により、保険者は、審査及び支払に関する事務を審査支払機関


に委託することができるとされている。 


下位規範に


よる規制の


現状等 


保険者には、診療報酬の審査及び支払に関する事務を①自ら行いた


い、また、今後新規事業者が参入してきた場合には、②社会保険診


療報酬支払基金や国民健康保険団体連合会以外の事業者に委託した


いというニーズがある中、厚生労働省保険局通知（平成 14 年 12 月


25 日付保発第 1225001 号、平成 19 年 1 月 10 日保発第 0110001 号）


では、「保険者は、医療機関又は薬局と合意した場合には、自らが


審査支払をすることや審査支払機関以外の者に委託すること（＝審


査支払機関に委託しないこと）ができる」旨記載されており、当該


通知をもって医療機関又は薬局の合意要件を課している。 
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項目名 健康食品の機能性表示 


法律上の 


規制 


食品衛生法第 19条第 1項では、「内閣総理大臣は、一般消費者に対


する食品、添加物、器具又は容器包装に関する公衆衛生上必要な情


報の正確な伝達の見地から、消費者委員会の意見を聴いて、販売の


用に供する食品若しくは添加物又は前条第一項の規定により規格若


しくは基準が定められた器具若しくは容器包装に関する表示につ


き、必要な基準を定めることができる。」と規定されている。 


 


また、食品衛生法第 19条第 1項の規定に基づく表示の基準に関する


内閣府令（以下「当該府令」）第 1 条第 1 項では、表示を行うべき


食品又は添加物として保健機能食品が指定されている。 


下位規範に


よる規制の


現状等 


国民が自らの健康管理を自身で行う「セルフケア」を推進するうえ


で、食品における健康や栄養に関する表示のあり方が検討される中、


当該府令第 1条第 6項では、「保健機能食品以外の食品にあっては、


①保健機能食品と紛らわしい名称、②栄養成分の機能及び③特定の


保健の目的が期待できる旨の表示をしてはならない。」と規定され


ている。 


つまり、食品衛生法第 19条第 1項では、食品、添加物、器具又は容


器包装に関する必要な表示の基準を定めることを委任（許可）して


いるにも拘わらず、当該府令第 1 条第 6 項では、保健機能食品以外


の食品について機能表示一般を禁止している。 
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国際先端テストの対象項目（第１次） 
 


 


（注）現時点における各ＷＧにおける検討中又は検討予定の項目から選定したもので


あり、今後、追加され得る。 


 


【健康・医療ＷＧ】 
 


①体外診断用医薬品のスイッチＯＴＣ化 


 


【貿易・投資等ＷＧ】 
 


②クルーズ船入港時の入国審査手続の見直し 


 


【創業・ＩＴ等ＷＧ】 
 


③流通・取引慣行ガイドラインの見直し 


④研究設備等に関する高圧ガス規制の緩和 


⑤ダンスに係る風営法規制の見直し 
 
 


資料３ 







2 


 


国際先端テスト対象項目： 


（注）現時点における各ＷＧにおける検討中又は検討予定の項目から選定したもの


であり、今後、追加され得る。 


 


【健康・医療ＷＧ】 


①体外診断用医薬品のスイッチＯＴＣ化 


海外では多くの体外診断用医薬品が一般用検査薬として承認され薬局の


店頭で販売されているが、現在、日本では３検査項目しか承認されておら


ず、かつ、約２０年間、新規に承認された検査項目はない。その原因は、


一般用検査薬への転用が適当と考えられる医療用検査薬について、透明性


を図りつつ円滑に転用を進めるための仕組みが確立していない点にある。 
 


 （見直しの方向性）体外診断用医薬品についても、少なくとも医療用医


薬品から一般用医薬品への転用スキームと同程度の仕組みを、早急に


確立すべきではないか。 


 （想定される効果）一般用検査薬の普及により、国民が日常的なセルフ


チェックを行うことで、自らの健康状況を未病や早期症状の段階で把


握し生活改善を行えば、国民の健康長寿や総医療費の削減に寄与する


ことが期待できる。 


 


【貿易・投資等ＷＧ】 


②クルーズ船入港時の入国審査手続の見直し 


 外航クルーズ船が日本に寄港した際、上陸を希望する外国人乗客の入国


審査手続きに時間を要しており、手続きの簡素化措置を実施している周辺


諸国（韓国など）に比べて利便性が低くなっている。 
 


 （見直しの方向性）入港前（航行中）の入国審査手続きの実施、クルー


ズ船の乗客に対する対面式入国審査・写真撮影・指紋採取の省略、パ


スポートに代えて運行会社が発行するクルーズカードでの上陸を認め


る等、外国人乗客が入港後速やかに上陸できるよう手続きの改善を図


るべきではないか。 


 （想定される効果）外国人乗客の負担軽減・利便性の向上は、外国人の


我が国に対する好印象を強め、訪日外国人観光客数の伸びに繋がる。


また、外国人乗客の我が国での滞在時間の増加は、上陸中に観光や買


い物に向ける時間の増加につながり、国内消費の増大による経済の活


性化に貢献する。 
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【創業・ＩＴ等ＷＧ】 


③流通・取引慣行ガイドラインの見直し 


独占禁止法において、メーカーが流通業者に対し再販売価格を拘束する


ことは規制されている。また、流通業者に対する取引先や販売地域の制限


など、商品価格の維持につながるおそれがある行為も原則違法となる。日


本の産業が長期デフレから脱却するため、メーカーは、小売業者と連携し


たブランディング戦略をとり、多様化した消費者のニーズに対して価格以


外の付加価値を提供することが求められているが、この規制によりメーカ


ーと小売業者等とが連携を取ることが困難となっている。 
 


 （見直しの方向性）再販売価格拘束や、それにつながる行為を規制して


いる「流通・慣行取引ガイドライン」の見直しを行い、メーカーと小


売業者の連携が可能となる競争環境を整備すべきではないか。 


 （想定される効果）メーカーと小売業者の連携が進むことで、従来の価


格重視の商品に加え、アフターサービスやデザインなど顧客に新たな


価値を提供する商品を展開しやすくなり、消費者利益の向上や商品の


国内外競争力向上に資する。 


 


④研究設備等に関する高圧ガス規制の緩和 


高圧ガス保安法においては、事業所全体で合算した高圧ガス処理量が


100m3/日を超える場合、その事業所は第１種製造者となり、設備の新設・


変更を加える場合は原則としてその都度許可が必要となる。研究設備は必


然的に設備の変更が多くなるが、事業所が第１種製造者に該当する場合は、


個々の設備の処理量が微小であっても、新規設備の設置や変更において事


前の許可申請が必要となり、研究開発の遅れをまねいている。 
 


 （見直しの方向性）研究設備等、ガス処理量が 100m3/日以下の設備の


追加・変更等においては、許可ではなく届出とするなど、手続を緩和


するべきではないか。 


 （想定される効果）許可等に伴う研究開発の遅れが解消され、国内にお


けるイノベーションの創出や技術の国際競争力向上に資する。 
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⑤ダンスに係る風営法規制の見直し 


客にダンスをさせる営業は、風営法上「風俗営業」とされ、営業には公


安委員会の許可が必要となる。無許可営業は罰則が科せられるにもかかわ


らず、「ダンス」の定義が明確でないため、「風俗営業」にあたるかどうか


を公安委員会等が個別に判断している。 
 


 （見直しの方向性）規制対象を「ダンス」を基準に判断するのではなく、


規制すべき営業形態を明確化し、規制目的に照らして真に必要な規制


を整備すべきではないか。 


 （想定される効果）優良事業者の参入を促進することで、ダンス産業が


健全化・活性化し、魅力ある国際的な街づくりを推進することができ


る。 


 





